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１ はじめに  

本資料は，東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 第二種廃棄物

埋設事業許可申請における第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び

設備の基準に関する規則（以下「第二種埋設許可基準規則」という。）

第四条及び第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈（以下「第二種埋設許可基準解釈」という。）第４条

への適合性を示すものである。 

第二種埋設許可基準規則第四条及 び 第二種埋設許可基準解釈第４

条の 要 求 事 項 を 第 1 表 に 示 す 。  
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第 1 表 第二種埋設許可基準規則及び第二種埋設許可基準解釈の要求事項 

第二種埋設許可基準規則 第二種埋設許可基準解釈 

（地震による損傷の防止） 

第四条 安全機能を有する施設（中

深度処分に係る廃棄物埋設地を

除く。次項において同じ。）は、地

震力に十分に耐えることができ

るものでなければならない。 

 

 

 

 

２ 前項の地震力は、地震の発生に

よって生ずるおそれがある安全

機能を有する施設の安全機能の

第４条（地震による損傷の防止） 

１ 第１項及び第３項に規定する「地震力に十分に耐える」とは、あ

る地震力に対して施設全体としておおむね弾性範囲の設計がなされ

ることをいう。この場合、上記の「弾性範囲の設計」とは、施設を弾

性体とみなして応力解析を行い、施設各部の応力を許容限界以下に

とどめることをいう。また、この場合、上記の「許容限界」とは、必

ずしも厳密な弾性限界ではなく、局部的に弾性限界を超える場合を

容認しつつも施設全体としておおむね弾性範囲にとどまり得ること

をいう。 

 

２ 第２項に規定する「地震の発生によって生ずるおそれがある安全

機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する放射線による公衆へ

の影響の程度」とは、地震により発生するおそれがある安全機能を
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第二種埋設許可基準規則 第二種埋設許可基準解釈 

喪失に起因する放射線による公

衆への影響の程度に応じて算定

しなければならない。 

 

 

 

有する施設の安全機能の喪失（地震に伴って発生するおそれがある

津波及び周辺斜面の崩壊等による安全機能の喪失を含む。）及びそれ

に続く放射線による公衆への影響を防止する観点から、各施設の安

全機能が喪失した場合の影響の相対的な程度（以下「耐震重要度」

という。）をいう。安全機能を有する施設は、耐震重要度に応じて、

以下に掲げるクラスに分類するものとする。 

一 Ｂクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設若しくは当該施設に直接関

係しておりその機能喪失により放射性物質を外部に拡散する可能

性のある施設又は地震に伴って発生するおそれがある津波による

安全機能の喪失を防止するために必要となる施設であって、その

破損により公衆に与える放射線の影響が事業規則第１条の２第２

項第９号に規定する「周辺監視区域」外における年間の線量限度に

比べ十分小さいものでないものをいう。 
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第二種埋設許可基準規則 第二種埋設許可基準解釈 

二 Ｃクラス 

安全機能を有する施設のうち、Ｂクラスに属する施設以外の一

般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設をい

う。 

 

３  第 １ 項 及 び 第 ３ 項 に 規 定 す る 「 地 震 力 に 十 分 に 耐 え る こ と 」

を 満 た す た め に 、安 全 機 能 を 有 す る 施 設 の 耐 震 設 計 に 当 た っ て

は 、 以 下 の 方 針 に よ る こ と 。  

一  静 的 地 震 力 に 対 し て お お む ね 弾 性 状 態 に と ど ま る 範 囲 で

耐 え る こ と 。  

二  廃 棄 物 埋 設 地 と 廃 棄 物 埋 設 地 の 附 属 施 設 の う ち 建 物 ・ 構 築

物 に つ い て は 、 常 時 作 用 し て い る 荷 重 及 び 操 業 中 に 作 用 す る

荷 重 と 静 的 地 震 力 を 組 み 合 わ せ 、 そ の 結 果 発 生 す る 応 力 に 対

し て 、 建 築 基 準 法 等 の 安 全 上 適 切 と 認 め ら れ る 規 格 及 び 基 準



 

 

5
 

第二種埋設許可基準規則 第二種埋設許可基準解釈 

に よ る 許 容 応 力 度 を 許 容 限 界 と し 、 当 該 許 容 範 囲 を 超 え な い

こ と 。  

三  廃 棄 物 埋 設 地 の 附 属 施 設 の う ち 機 器 ・ 配 管 系 に つ い て は 、

操 業 中 の 荷 重 と 静 的 地 震 力 を 組 み 合 わ せ 、 そ の 結 果 発 生 す る

応 力 に 対 し て 、 応 答 が 全 体 的 に お お む ね 弾 性 状 態 に と ど ま る

こ と 。  

 

４  第 ２ 項 に 規 定 す る「 地 震 力 」の 算 定 に 当 た っ て は 、「 実 用 発 電

用 原 子 炉 及 び そ の 附 属 施 設 の 位 置 、構 造 及 び 設 備 の 基 準 に 関 す

る 規 則 の 解 釈 」（ 原 規 技 発 第 １ ３ ０ ６ １ ９ ３ 号 （ 平 成 ２ ５ 年 ６

月 １ ９ 日 原 子 力 規 制 委 員 会 決 定 ））（ 以 下「 実 用 炉 設 置 許 可 基 準

解 釈 」 と い う 。） 別 記 ２ 第 ４ 条 ４ の 方 法 を 準 用 す る こ と 。  



 

6 

２ 廃棄物埋設施設の安全機能について 

第二種埋設許可基準規則第二条第 2 項第一号によって，「「安全機能」

とは、廃棄物埋設施設の安全性を確保するために必要な機能であって、

その機能の喪失により公衆又は従事者に放射線障害を及ぼすおそれ

があるものをいう。」とされている。 

廃棄物埋設施設（以下「本施設」という。）の安全機能は，放射性物

質の漏出を低減する機能（以下「漏出低減機能」という。）及び遮蔽機

能で，これらの安全機能を有する施設は，廃棄物埋設地（漏出低減機

能及び遮蔽機能）である。 

本施設に必要となる安全機能を維持する期間は，第 2 表に示すとお

りである。廃止措置の開始後は，廃棄物埋設地が有する漏出低減機能

及び遮蔽機能を期待できるよう設計する。 

 

第 2 表 廃棄物埋設地における安全機能を維持する期間 

安全機能 

廃止措置の開始前 

埋設する放射性廃棄

物の受入れの開始か

ら最終覆土完了まで 

最終覆土完了から廃

止措置の開始まで 

漏出低減機能 〇 〇 

遮蔽機能 〇 〇 

〇：安全機能を維持する 

 

３ 設計対象設備 

第二種埋設許可基準規則第四条の設計対象は，廃棄物埋設施設のうち廃棄

物埋設地である。また，廃棄物埋設地のうち中間覆土，側部低透水性覆土，

最終覆土及び表面遮水については，地震の影響を考慮する。 
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４ 第二種埋設許可基準規則への適合のための設計方針 

廃棄物埋設地は，地震の発生によって安全機能が喪失した場合の安全機能

の喪失及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，地震

力に十分耐えることができるよう設計を行う。 

 

５ 第二種埋設許可基準規則への適合性説明 

第二種埋設許可基準規則第四条への適合性について確認した結果を以下

にまとめる。 

 

５．１ 設計の基本方針 

廃棄物埋設地は，地震の発生によって発生するおそれがある安全機能の喪

失及びそれに続く放射線による公衆への影響を防止する観点から，廃棄物埋

設地の耐震重要度に応じ，地震力に十分耐えることができるよう設計を行う。 

また，廃棄物埋設地は，以下に示す要求事項に適合する地盤に設置する（詳

細は「東海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 第二種廃棄物埋設事業許可申

請 第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第三条

（安全機能を有する施設の地盤）への適合性について」にて示す）。 

・ 自重及び操業時の荷重等に加え，耐震重要度クラスに応じて算定する地

震力が作用した場合においても，十分な支持性能を有する設計であるこ

と 

・ 地震発生に伴う地殻変動によって生じる支持地盤の傾斜及び撓み，並び

に廃棄物埋設地の不等沈下，液状化及び揺すり込み沈下等の周辺地盤の

変状により，その安全性が損なわれるおそれがないこと 

・ 将来活動する可能性のある断層等の露頭がないこと 
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５．２ 耐震重要度 

（１）耐震重要度の設定の方針 

耐震重要度は，「第二種埋設許可基準規則」及び「第二種埋設許可基準解

釈」に基づき，安全機能を有する施設の安全機能の喪失に起因する放射線

による公衆への影響の程度に応じて設定する。 

ここでは，本施設において，地震により廃棄物埋設地が損傷し，廃棄物

埋設地がもつ安全機能である遮蔽機能及び漏出低減機能が喪失する際に想

定される事象について，公衆の放射線被ばくの程度を評価する。 

 

（２）放射線による公衆への影響の程度 

ａ．外部への放射線の放出 

外部への放射線の放出による公衆への影響の評価では，地震により中

間覆土が損傷し，遮蔽機能が喪失することによる，外部への放射線の放

出を想定する。 

この際の放射線による公衆の外部被ばく線量を評価する。 

(a) 線源の設定 

廃棄物埋設地に定置した廃棄物を線源とし，定置された各段の廃棄

物の上部に中間覆土が施工された状態を考慮する。線量の計算は廃棄

物の表面線量当量率に基づき行い，埋設トレンチの区画の 1 段目に表

面線量当量率が 300μSv／y の廃棄物，2，3 段目に表面線量当量率が

10μSv／y の廃棄物が定置された状態とする。 

放射線を放出する放射性物質は，廃棄物に含まれる放射性物質のう

ちガンマ線エネルギーが高く，初期の放射能量が多いＣｏ－60 とする。 

また，廃棄物埋設地全体での評価は，評価時点を全ての区画におい
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て廃棄物の埋設が完了し，最上段中間覆土の施工が完了した時点とし，

埋設した廃棄物に含まれる放射性物質の減衰は考慮しない。 

(b) 評価条件の設定 

公衆の外部被ばく線量は，線源の状態を考慮するとともに，最上段

中間覆土がもつ遮蔽機能が喪失した状態を想定し，最上段中間覆土に

よる放射線の低減効果を考慮せずに評価する。また，遮蔽機能をもつ

最上段中間覆土は埋設トレンチの 1 区画ごとに施工するため，地震に

よる損傷は区画ごとに独立して発生するとともに，区画ごとに速やか

に修復できると考えられることから，遮蔽機能が喪失する範囲は 1 区

画とし，評価期間を 1 年間とする。 

(c) 線量評価 

線量評価は，敷地境界外で最大の被ばくを与える地点を線量の計算

地点とし，そこに居住する人を対象に行う。 

放射線は，廃棄物から放出されるガンマ線とし，廃棄物埋設地では，

直接ガンマ線は周囲の地形により遮蔽されることから，スカイシャイ

ンガンマ線について評価する。 

スカイシャインガンマ線による線量の計算には一次元輸送計算コー

ド（ＡＮＩＳＮ）及び一回散乱計算コードＧ３３－ＧＰ２Ｒ（Ｇ３３）

を組み合わせたものを用いる。 

なお，廃棄物の表面線量当量率を求める計算は点減衰核積分コード

ＱＡＤ－ＣＧＧＰ２Ｒ（ＱＡＤ）を用いる。 

線量評価の詳細を添付資料 1 に示す。 

ｂ．外部への放射性物質の漏えい 

外部への放射性物質の漏えいによる公衆への影響の評価では，地震に

より漏出低減機能が喪失することによる，外部への放射性物質の漏えい
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量の増加を想定する。 

漏出低減機能の喪失は，地震により漏出低減機能をもつ表面遮水又は

最終覆土が損傷する場合が考えられる。 

公衆への影響は，廃棄物埋設地から漏出した放射性物質が地下水から

海に移動し，放射性物質が流入した海産物を公衆が摂取することによる

線量影響を評価する。 

(a) 被ばく経路 

評価対象とする被ばく経路は，地下水中の放射性物質が移動する海

の海産物の摂取に伴う内部被ばくとする。 

この経路は，埋設する放射性廃棄物の受入れの開始から廃止措置の

開始までの間において，廃棄物埋設地を通過する浸透水中の放射性物

質が移行する海の海産物の摂取に伴う内部被ばくであり，食生活が標

準的である人で，海産物を摂取する人を対象とする。 

(b) 線量評価モデル 

廃棄物埋設地からの放射性物質の移動に関する評価モデルは，廃棄

物埋設地から漏出する放射性物質が，廃棄物埋設地直下の地下水によ

り海に流入するものとして設定する。海産物を摂取する場合の内部被

ばくの評価は，「第二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に

関する規則第十三条（ピット処分又はトレンチ処分に係る廃棄物埋設

地）第１項第三号及び第四号への適合性について」の（1）式から（16）

式及び（21）式を用いて評価する。 

(c) 評価事象及び評価パラメータ 

安全機能の喪失を想定した評価事象及び評価パラメータを添付資料

1 に示す。 
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（３）耐震重要度 

地震の発生によって廃棄物埋設地で発生するおそれがある安全機能の喪

失及びそれに続く放射線による公衆への影響の程度を評価した。評価の詳

細を添付資料 1 に示す。 

公衆の受ける線量は第 3 表に示すとおりであり，「第二種埋設許可基準

解釈」において規定されている周辺監視区域外における年間の線量限度に

比べ十分に小さいものであることから，耐震重要度分類はＣクラスとする。 

第 3 表 線量評価結果 

想定する事象 線量（μSv／y） 

外部への放射線の放出 1.8×10１ 

外部への放射性物質の漏えい 5.3×10０ 

 

５．３ その他の事象の評価 

（１）津波の影響について 

廃棄物埋設地は，敷地及びその周辺地域における過去の記録，現地調査

の結果，行政機関が実施した津波シミュレーションの結果及び最新の科学

的・技術的知見を踏まえ，影響が最も大きい津波による遡上波が到達しな

い十分高い場所に設置するため，津波が到達するおそれはない。詳細は「東

海低レベル放射性廃棄物埋設事業所 第二種廃棄物埋設事業許可申請 第

二種廃棄物埋設施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第五条（津

波による損傷の防止）への適合性について」にて示す。 

 

（２）周辺斜面の崩壊について 

廃棄物埋設地の周辺はなだらかな海岸砂丘が広がっているため，大きな

自然斜面はない。よって，周辺斜面の崩壊による廃棄物埋設地の安全機能
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への影響はない。 

 

５．４ 設計 

（１）廃棄物埋設地の設計 

廃棄物埋設地は，地表面を掘削した埋設トレンチに廃棄物を定置し，土

砂等による覆土を施した土構造物であることから，弾性範囲で設計される

構造部材はなく，変形を許容した土質系材料で構成されるため，耐震設計

は不要とする。 

ただし，安全機能のうち漏出低減機能をもつ最終覆土は法面をもつ盛土

構造であり，地震による損傷として法面のすべりによる安全機能の喪失に

起因する放射線による公衆への影響が考えられるため，耐震重要度Ｃクラ

スに相当する地震力に対する施設全体としてのすべり安定性の確認を行う。 

第 1 図～第 5 図に最終覆土後における廃棄物埋設施設全体の平面図，断

面図及び最終覆土設置までの期間に設置する表面遮水の設置例を示す。 
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第 1 図 廃棄物埋設施設の平面図 

 

 

 

第 2 図 廃棄物埋設施設の断面図 
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第 3 図 覆土の断面図（西側 Ｘ－Ｘ断面） 

 

 

 

 

第 4 図 保護工(じゃかご等)・最終覆土断面詳細図 

 

：最終覆土の範囲
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第 5 図 表面遮水の設置例  
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（２）すべり安定性の確認 

本施設は主として締め固めた砂質土等の土質系材料で構成され，最終覆

土及び施設周辺は法面を有する盛土構造となっていることから，耐震重要

度Ｃクラスの施設に対して一般産業における盛土構造物に用いられる指針

として「道路土工 盛土工指針（平成 22 年）」（１）に基づきすべり安定性の

確認を行う。 

すべり安定性の解析は，解析コード「ＣＯＳＴＡＮＡ 斜面安定計算シス

テム（Ver.19.2G）」により行い，簡便法と呼ばれる「修正フェレニウス法」

を用いる。なお，すべり線は円弧すべり及び複合すべり（直線＋円弧）を

適宜用いる。 

解析の詳細を添付資料 2 に示す。 

耐震重要度Ｃクラス相当の地震力に対して計画安全率を 1.0 と設定し，

円弧すべりによる安定性確認を行った結果，各断面及び各すべり面で安全

率が最小となったものを第 4 表に示す。 

 

第 4 表 円弧すべりによる安定性確認結果 

断面 最小安全率 

ＥＷ断面 1.3 

ＮＳ断面 1.3 

 

解析結果から，各断面の各斜面を対象としたすべり面に対する最小安全

率が計画安全率以上となっていることを確認した。 

以上から，廃棄物埋設地は施設全体として，耐震重要度Ｃクラスに相当

する地震力に耐える設計となっている。 
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６ 参考資料 

（１）道路土工 盛土工指針（平成 22 年度版），平成 22 年 4 月，社団法人 日

本道路協会 

以上 
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添付資料 1 

耐震重要度設定のための公衆線量影響評価 

 

１ 評価事象の選定 

遮蔽機能の喪失として「スカイシャインガンマ線」からの影響評価，浸透

水低減機能の喪失として「海産物の摂取に伴う内部被ばく」による影響評価

を選定する。 

選定した事象を第 1 表に示す。 

 

第 1 表 選定した評価事象 

安全機能 想定する事象 評価内容 

遮蔽 

地震により最上段の中間

覆土がもつ遮蔽機能が喪

失する事象 

最上段中間覆土の機能

喪失を想定したスカイ

シャインガンマ線 

漏出低減 

（浸透水低減） 

地震により最終覆土又は

表面遮水がもつ漏出低減

機能が喪失する事象 

最終覆土又は表面遮水

の機能喪失を想定した

海産物の摂取に伴う内

部被ばく 

 

２ 最上段中間覆土の機能喪失を想定したスカイシャインガンマ線評価 

（１）評価パラメータ及び評価条件 

最上段中間覆土がもつ遮蔽機能の喪失を想定した廃棄物埋設施設からの

スカイシャインガンマ線による周辺公衆影響評価に使用する評価パラメー

タ，評価条件及び評価モデルは，第二種埋設許可基準規則第八条に基づく

平常時のスカイシャインガンマ線による周辺公衆影響評価（詳細は「第二
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種埋設許可基準規則第八条 遮蔽等」の適合性審査において示す。）に用い

たものと同一のパラメータを用いる。 

影響評価に当たっては第二種埋設許可基準規則第八条に基づく平常時の

スカイシャインガンマ線による周辺公衆影響評価における，各操業段階の

線量評価結果のうち 1 区画の最上段中間覆土前の線量評価結果を用い，こ

れを遮蔽機能が喪失した状態と想定して影響を評価する。 

 

（２）評価結果 

最上段中間覆土の遮蔽機能喪失を想定したスカイシャインガンマ線評価

結果を第 2 表に示す（合計値は小数第 2 位を切上げ）。 

 

第 2 表 遮蔽機能の喪失を想定したスカイシャインガンマ線評価結果 

評価事象 線量（μSv／y） 

①1 区画の最上段中間覆土が遮蔽機能を喪失し

た場合のスカイシャインガンマ線 
8.0×10０ 

②41 区画の最上段中間覆土後のスカイシャイン

ガンマ線 
1.0×10１ 

③1 区画の最上段中間覆土が遮蔽機能を喪失し

た場合の廃棄物埋設地全体からのスカイシャ

インガンマ線の合計値（③＝①＋②） 

1.8×10１ 

 

３ 最終覆土又は表面遮水の機能喪失を想定した海産物の摂取に伴う内部被ば

く評価 

（１）評価パラメータ及び評価条件 

最終覆土又は表面遮水の漏出低減機能喪失を想定した海産物の摂取に伴
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う内部被ばく評価に使用する評価パラメータは，第二種埋設許可基準規則

第十三条第 1 項第二号に基づく平常時の海産物の摂取に伴う内部被ばく評

価で用いたパラメータを基本とし，評価事象に応じて一部変更した。変更

したパラメータを第 3 表に示す。 

評価モデルは，第二種埋設許可基準規則第十三条第 1 項第二号に基づく

平常時の海産物の摂取に伴う内部被ばく評価で用いた評価モデルと同様と

する。 

廃棄物埋設地が浸透水低減機能を有した状態として，全ての廃棄物の埋

設が完了し，最終覆土又は表面遮水の施工が完了した状態を想定する。 

 

第 3 表 変更したパラメータ 

名称 設定値 単位 根拠 

年間浸透水量 1.4 m／y 最終覆土による浸透水低減対策が

喪失した状態を想定し，水戸地方気象

台の降水量の平年値である 1,367.7 

mm が全て浸透すると仮定して，有効

数字 2 桁となるように四捨五入して

設定した。 

  1,367.7 mm／y→1.3677 m／y 

≒1.4 m／y 

 

（２）評価結果 

最終覆土又は表面遮水の漏出低減機能喪失を想定した海産物の摂取に伴

う内部被ばく評価結果を第 4 表に示す。 
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第 4 表 漏出低減機能喪失を想定した海産物の摂取に伴う内部被ばく評価結果 

評価事象 線量（μSv／y） 

最終覆土又は表面遮水の漏出低減機能

喪失を想定した海産物の摂取に伴う内

部被ばく 

5.3×10０ 

 

以上 
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添付資料 2 

 

すべり安定解析による廃棄物埋設施設の安定性確認 

 

１ 使用コード 

安定計算は，解析コード「ＣＯＳＴＡＮＡ 斜面安定計算システム

（Ver.19.2G）」（以下「ＣＯＳＴＡＮＡ」という。）により行い，簡便法と呼

ばれる「修正フェレニウス法」を用いる。なお，すべり線は円弧すべり及び

複合すべり（直線＋円弧）を適宜用いる。 

 

２ 解析方法 

安定計算は，すべりブロックの主側線上で設定したすべり面を対象として

次式に従い，すべり土塊の断面をいくつかのスライスに分割し，各スライス

で発揮されるせん断力と抵抗力を求め，それぞれを累計し，その比率によっ

て安全率を求める。 

  
   ・      ・         ・ ・          

   ・    
 
 ・  ・  

 

  ：安全率 

 ：粘着力（kN／m２） 

 ：せん断抵抗角（度） 

 ：各分割編出来られたすべり面の長さ（m） 

 ：間隙水圧（kN／m２） 

 ：分割片の幅（m） 

 ：分割片の全重量（kN／m） 

 ：分割片で切られたすべり面の中点とすべり円の中心を結ぶ直線
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と鉛直線のなす角（度） 

  ：設計水平震度 

 ：各分割片の重心とすべり円の中心との鉛直距離（m） 

 ：すべり円弧の半径（m） 

 

３ 地震力の設定 

地震力の設定は，第二種埋設許可基準解釈第４条第４項に示される「実用

発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則の

解釈」（原規規発第１３０６１９３号（平成２５年６月１９日原子力規制委員

会決定））別記２（以下「別記２」という。）第４条第４項の「静的地震力（建

物・構築物）」の算定方法を準用する。 

廃棄物埋設地は，耐震重要度分類がＣクラスであり，別記２に基づき，一

般産業施設又は公共施設と同等の安全性が要求される施設の地震力に対して

耐えるように設計する。 

別記２では，第４条第４項において，水平地震力（以下「静的地震力」と

いう。）は，地震層せん断力係数    に耐震重要度分類Ｃクラスに応じた係数

である 1.0 を乗じ，更に当該層以上の重量を乗じて算定するとされている。

地震層せん断力係数  は，標準せん断力係数  を 0.2 以上とし，建物・構築

物の振動特性及び地盤の種類等を考慮して求められる値とされている。標準

せん断力係数    については，「個別の建物・構築物，機器・配管系の設計に

おいて，それぞれの重要度を適切に評価し，それぞれに対し適切な値を用い

ることにより，耐震性の高い施設の建設などを促すことを目的としている。

耐震性向上の観点からどの施設に対してどの程度の割増し係数を用いれば良

いかについては，設計又は建設に関わる者が一般産業施設及び公共施設等の

耐震基準との関係を考慮して設定すること」とされている。 
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以下，一般産業施設及び公共施設等の耐震基準として，「盛土工指針」（１）

を参照して検討を行う。 

「盛土工指針」（１）から，震度法による耐震性能の照査に用いる設計水平震

度は以下の式で表される。 

  ＝       

ここで， 

  ：設計水平震度 

  ：地域別補正係数 

   ：設計水平震度の標準値 

    については，「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説」（２）にて，都道府

県ごとのレベル 1 地震動に対する地域別補正係数が示されており，廃棄物埋

設地の立地する東海村を含む茨城県は 1.0 である。 

     については，「盛土工指針」（１）にて，地震動のレベルと地盤種別により

標準値が示されている。廃棄物埋設地の設置地盤における地盤種別の判定を

参考資料 1 に示す。 

参考資料 1 から，廃棄物埋設地の地盤はⅢ種地盤に分類されることから，

「盛土工指針」（１）によるレベル 1 地震動に対する   の標準値は 0.12 である

が，保守的に 0.2 を使用する。 

よって，設計水平震度は    ＝1.0×0.2＝0.2 と算定される。 

以上のことから，静的地震力は，別記２に基づき算定される地震層せん断

力係数    が 0.2 以上であること，「盛土工指針」（１）に基づき算定される設計

水平震度    が 0.2 であることを考慮して 0.2 と設定する。 

 

４ 計画安全率 

地震による安定性を確認する計画安全率は「盛土工指針」（１）を参考に 1.0
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以上とする。 

 

５ 検討断面 

解析はＮＳ断面及びＥＷ断面を対象とし，最終覆土完了後の状態を想定す

る。廃棄物埋設施設の位置図及び地質断面の位置図を第 2-1 図及び第 2-2 図

に示す。 

 

第 2-1 図 廃棄物埋設施設位置図及び地質断面位置図 
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第 2-2 図 廃棄物埋設施設位置図及び地質断面位置図 

（廃棄物埋設施設拡大） 

  

地質断面図に 

投影 
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６ 解析条件 

既往の地質調査及び類似事例調査等の分析に基づき，地盤物性値，地下水

位及び解析で考慮する荷重を設定する。 

なお，「原子力発電所耐震設計技術指針（ＪＥＡＧ4601-2015）」及び「原子

力発電所の基礎地盤及び周辺地盤の安定性評価基準＜技術資料＞（土木学会，

2009）」を参考に，強度特性以外の解析用物性値は，各種地盤調査及び試験結

果における平均値を代表値として設定するとともに，すべり安全率に対する

影響として支配的である強度特性については，平均値－1σ 強度を設定する。 

 

６．１ 解析用物性値 

物性値の設定値及び設定根拠を第 2-1 表及び第 2-2 表に示す。 
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第 2-1 表 物性値の設定値一覧 

部
位 

地質

記号

物性値 

（単位） 

材料 

物理特性 強度特性 

湿潤単位 

体積重量 

飽和単位 

体積重量 

粘着力 内部摩擦角 

（kN／m３） （kN／m３） （kN／m２） （度） 

覆
土 

－ 保護土層 17.55 － 0.00 33.20 

－ 掘削抵抗性層 18.00 － 20.00 35.00 

－ 低透水性土層／ 

側部低透水性覆土 

20.69 － 10.00 33.00 

－ 基礎層 20.30 － 16.00 39.60 

－ 中間覆土 17.65 － 22.00 39.00 

地
盤
改
良
部 

－ セメント改良土 17.75 － 500.00 0.00 

－ 改良地盤 20.69 － 500.00 0.00 

廃
棄
物
層 

－ 金属廃棄物（鉄箱） 28.83 － 22.00 39.00 

原
地
盤 

ＦＬ1 ＦＬ層（本施設敷地境界内） 17.55 － 0.00 33.20 

ＦＬ2 ＦＬ層（本施設敷地境界外）※１ 17.85 － 0.00 35.70 

ｄｕ ｄｕ層（不飽和） 17.46 － 0.00 37.50 

ｄｕ ｄｕ層（飽和） － 19.52 564.00 0.00 

Ａｇ2 Ａｇ2 層 － 19.81 645.00 0.00 

Ａｃ Ａｃ層 － 16.08 105.00 0.00 

Ａｓ Ａｓ層 － 18.34 485.00 0.00 

重力加速度 g：9.80665（m／s２）  

※１：ＮＳ断面のみに使用  
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第 2-2 表 物性値の設定根拠（1／2） 

部
位 

地質 

記号 

物性値

材料 

物理特性 強度特性 

湿潤単位体積重量， 

飽和単位体積重量 

粘着力，内部摩擦角 

覆
土 

－ 保護土層 現場密度試験 三軸圧縮試験（CD，平均－1σ） 

－ 

掘削抵抗性層 文献（３）の裏込石（気

中）の単位体積重量 

文献（３）の捨石の物性値 

－ 

低透水性土層／ 

側部低透水性覆土

室内物理試験 三軸圧縮試験（CUbar，平均－1σ）

－ 基礎層 室内物理試験 三軸圧縮試験（CD，平均－1σ） 

－ 中間覆土 室内物理試験 三軸圧縮試験（CD，平均－1σ） 

地
盤
改
良
部 

－ 

セメント改良土 室内物理試験 粘着力 c＝qu／2（qu：設計一軸圧縮

強度 1,000 kN／m２） 

－ 

改良地盤 室内物理試験 粘着力 c＝qu／2（qu：設計一軸圧縮

強度 1,000 kN／m２） 

廃
棄
物
層 

－ 

金属廃棄物（鉄箱） 廃棄物及び中間覆土そ

れぞれの重量並びに体

積から算定 

中間覆土と同値 
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第 2-2 表 物性値の設定根拠（2／2） 

部
位 

地質 

記号 

物性値

材料 

物理特性 強度特性 

湿潤単位体積重量， 

飽和単位体積重量 

粘着力，内部摩擦角 

原
地
盤 

ＦＬ1

ＦＬ層 

（本施設敷地

境界内） 

現場密度試験 三軸圧縮試験（CD，平均－1σ） 

ＦＬ2

ＦＬ層 

（本施設敷地

境界外） 

室内物理試験 三軸圧縮試験（CD，平均－1σ） 

ｄｕ 

ｄｕ層 

（不飽和） 

室内物理試験 三軸圧縮試験（CD，平均－1σ） 

ｄｕ 

ｄｕ層（飽和） 室内物理試験 三軸圧縮試験（CU，平均－1σ） 

※最浅部の有効上載圧に対する粘

着力（非排水せん断強度）を設定

Ａｇ2

Ａｇ2 層 室内物理試験 三軸圧縮試験（CU，平均－1σ） 

※最浅部の有効上載圧に対する粘

着力（非排水せん断強度）を設定

Ａｃ 

Ａｃ層 室内物理試験 三軸圧縮試験（CU，平均－1σ） 

※最浅部の有効上載圧に対する粘

着力（非排水せん断強度）を設定

Ａｓ 

Ａｓ層 室内物理試験 三軸圧縮試験（CU，平均－1σ） 

※最浅部の有効上載圧に対する粘

着力（非排水せん断強度）を設定
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６．２ 地下水位 

地下水位の設定は，本施設直下の地下水位調査結果から，T.P.約＋1.4 m～

約＋2.6 m で変動していることから，中間値の T.P.約＋2.0 m を設定する。 

 

６．３ 荷重及び荷重の組み合わせ 

（１）荷重 

解析において考慮する荷重を第 2 3 表に示す。 

 

第 2-3 表 荷重の設定値 

荷重の 

種類 

設定値 設定根拠 

固定 

荷重 

・各土塊の自重

は プ ロ グ ラ

ム の 内 部 計

算にて算出 

・被覆工荷重は

6.0 kN／m２

を載荷する 

固定荷重は，土塊の自重と，保護工（じゃかご等）の重量に

よる被覆工荷重を考慮する。 

土塊の自重は各土質材料の単位体積重量に面積を乗じて算

出される。 

被覆工荷重は，かごマット（厚さ 30cm）の重量を，被覆範囲

に対して考慮する。単位体積重量は，「盛土工指針」(１)より，

砂礫の単位体積重量として，20 kN／m３とする。よって，保護

工荷重として 6.0 kN／m２を考慮する。 

上載 

荷重 

10 kN／m２ 上載荷重は，自動車等の車両や施工機械による車両荷重とし

て，「盛土工指針」(１)より 10 kN／m２を考慮する。 

積雪 

荷重 

0.21 kN／m２ 積雪荷重は，「建築基準法施行令第 86 条」及び「茨城県建築

基準法等施工細則第 16 条の 4」に従って設定する。積雪の厚さ

1 cm 当たりの荷重を 20 N／m２／cm として，積雪量は 30cm と

していることから，積雪荷重は 600 N／m２であるが，地震時短
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荷重の 

種類 

設定値 設定根拠 

期荷重として積雪荷重の 0.35 倍である 0.21 kN／m２を考慮す

る。 

風荷重 1.7 kN／m２ 風荷重は，「平成 12 年 5 月 31 日建設省告示第 1454 号」に定

められた東海村の設計基準風速 30 m／s の風荷重を考慮する。

また，算定式，抗力係数及びガスト応答係数は「道路橋示方

書（Ⅰ共通編）・同解説」（４）に示す以下の式及び標準的な値を

使用し，風荷重を算出する。 

       /2 

ここで， 

 ：単位面積当たりに作用する風荷重（kN／m２） 

 ：空気密度 1.23×10－３（t／m３） 

 ：設計基準風速 30（m／s） 

  ：抗力係数 1.6 

 ：ガスト応答係数 1.9 

なお，風荷重の載荷方向は，土塊の滑動方向に合わせて載荷

させる。 

地震 

荷重 

  ＝0.2  地震荷重は，「２ 解析方法」に示す算定式に従い，水平地震

力の静的震度に土塊の重量を乗じて算出する。静的震度は，耐

震重要度Ｃクラスの構造物であることから，本文から以下のと

おり設定する。 

水平地震力の静的震度：  ＝0.2 

なお，荷重の作用方向は，すべり面の方向に対して保守的に

なる向きに作用させる。 
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（２）荷重の組合せ及び解析モデル 

荷重の組合せを第2-4表に，荷重概要図を第2-3図から第2-6図に示す。 

 

第 2-4 表 荷重の組合せ 

区分 荷重の組合せ 

地震時 

固定荷重 

上載荷重 

積雪荷重 

風荷重 

地震荷重 
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第 2-3 図 荷重概要図（ＥＷ断面・風荷重向きＥ→Ｗ） 

（西側埋設トレンチ） （東側埋設トレンチ） 

積雪荷重は，敷地境界外の地表面にも載荷させる 
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第 2-4 図 荷重概要図（ＥＷ断面・風荷重向きＷ→Ｅ） 

（東側埋設トレンチ） （西側埋設トレンチ） 

積雪荷重は，敷地境界外の地表面にも載荷させる 
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第 2-5 図 荷重概要図（ＮＳ断面・風荷重向きＮ→Ｓ） 

▽T.P.+2.00m(地下水位) 

積雪荷重は，敷地境界外の地表面にも載荷させる 
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第 2-6 図 荷重概要図（ＮＳ断面・風荷重向きＳ→Ｎ） 

▽T.P.+2.00m(地下水位) 

積雪荷重は，敷地境界外の地表面にも載荷させる 
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７ 解析結果 

耐震重要度Ｃクラス相当の地震力に対して円弧すべりによる安定性確認を

行った結果を第 2-4 表に示す。 

 

第 2-4 表 すべり安定性解析結果 

断面 

対象とする 

斜面 

風の 

向き 

すべり面形状 

最小 

安全率 

ＥＷ 

断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設西側法面＋

西側最終覆土西

側法面 

Ｅ→Ｗ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.6 

西側最終覆土東

側法面＋東側最

終覆土西側法面

 

1.3 

施設東側法面 13.8 
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断面 

対象とする 

斜面 

風の 

向き 

すべり面形状 

最小 

安全率 

ＥＷ 

断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東側最終覆土東

側法面 

Ｅ→Ｗ 

 

 

3.2 

施設東側法面＋

東側最終覆土東

側法面 

1.9 

施設西側法面＋

西側最終覆土西

側法面 

Ｗ→Ｅ 

 

 

 

 

  

1.7 
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断面 

対象とする 

斜面 

風の 

向き 

すべり面形状 

最小 

安全率 

ＥＷ 

断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西側最終覆土東

側法面＋東側最

終覆土西側法面

Ｗ→Ｅ 

 

 

 

 

 

 

1.6 

施設東側法面 13.6 

東側最終覆土東

側法面 

2.6 

施設東側法面＋

東側最終覆土東

側法面 

1.8 



添 2－20 

断面 

対象とする 

斜面 

風の 

向き 

すべり面形状 

最小 

安全率 

ＮＳ 

断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設南法面＋最

終覆土南側法面

Ｎ→Ｓ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3 

施設北側法面 3.8 

最終覆土北側法

面 

1.6 

施設北側法面＋

最終覆土北側法

面 

1.9 
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断面 

対象とする 

斜面 

風の 

向き 

すべり面形状 

最小 

安全率 

ＮＳ 

断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設南法面＋最

終覆土南側法面

Ｓ→Ｎ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.4 

施設北側法面 3.3 

最終覆土北側法

面 

1.6 
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断面 

対象とする 

斜面 

風の 

向き 

すべり面形状 

最小 

安全率 

ＮＳ 

断面 

 

 

 

施設北側法面＋

最終覆土北側法

面 

Ｓ→Ｎ 

 

 

 

1.8 
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参考資料 1 

 

廃棄物埋設地の基本固有周期の算定及び耐震設計上の地盤種別の判定 

 

「道路橋示方書（Ⅴ耐震設計編）・同解説」（１）（以下「道示Ⅴ」という。」に

基づき，廃棄物埋設地の基本固有周期を算定して，廃棄物埋設地の耐震設計

上の地盤種別（Ⅰ種・Ⅱ種・Ⅲ種）の判定を行う。地盤の固有周期は以下の

式による。 

 

TG 4  
Hi

Vsi

n

i 1

 

TG：地盤の基本固有周期（s） 

Hi：i 番目の地盤の厚さ（m） 

Vsi：i 番目の地層の平均せん断弾性波速度（m/s） 

i：当該地盤が地表面から耐震設計上の基盤面まで n 層に区分される

場合の地表面から i 番目の地層の番号 

 

上記の式において，「道示Ⅴ」（１）によると，耐震設計上の基盤面は，十分堅

固な地盤の上面とされており，平均せん断弾性波速度が 300 m/s 程度以上の

値を有している剛性の高い地層は，十分堅固な地盤とみなしてよいとされて

いる。これは，粘性土層ではＮ値 25 以上，砂質土層ではＮ値 50 以上の値を

有している剛性の高い地層からなる地盤と考えることができる。 

 

基本固有周期の算定において，平均せん断弾性波速度 Vsiは，廃棄物埋設地

にて実施された標準貫入試験で取得されたＮ値から以下の式により算定する。 
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粘性土層の場合：Vsi＝100Ni
1/3   （1≦Ni≦25） 

砂質土層の場合：Vsi＝ 80Ni1/3   （1≦Ni≦50） 

 

ここで， 

Ni：標準貫入試験による i 番目の地層の平均Ｎ値 

 

耐震設計上の地盤種別の判定は，算定した地盤の基本固有周期に応じ，表

2-1-1 により区別する。廃棄物埋設地の耐震設計上の地盤種別の判定結果を

表 2-1-2 に示す。廃棄物埋設地の耐震設計上の地盤種別は，Ⅲ種地盤（地盤

の基本固有周期 1.55 秒）となった。 

 

表 2-1-1 耐震設計上の地盤種別 

地盤種別 
地盤の基本固有周期 

TＧ(s) 

Ⅰ種 TＧ＜0.20 

Ⅱ種 0.20≦TＧ＜0.60 

Ⅲ種 0.60≦TＧ 

 

表 2-1-2 耐震設計上の地盤種別の判定結果 

耐震設計上の基盤面の地層 Ａｃ層 

地盤の基本固有周期 

TＧ（s） 
1.55 

耐震設計上の地盤種別 Ⅲ種 
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